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款 ６ 農林費 項 １ 農業費 目 １ 農業委員会費 

事 務 事 業 名 農業委員会活動業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ４ 8,907,280  2,777,554   6,129,726 

Ｒ３ 8,091,052     8,091,052 

増減 816,228  2,777,554   △1,961,326 

事 業 目 的  

１ 優良農地の確保と有効利用 

２ 担い手への農用地の流動化と利用集積の促進 

３ 行政機関等への要望、諮問答申 

４ 農業者年金制度の普及推進 

事業内容及び成果  

１ 農業委員会委員報酬 16人（－人） 7,360,000円（152,000円減） 

２ 優良農地の確保のための農地制度の適正執行を推進した。 

３ 農用地の効率的利用調整と担い手の確保に資する政策を推進した。 

４ 農業者の代表である農業委員の意見を積み上げ、要望等を行った。 

５ 農業者年金制度の周知徹底と加入促進を行った。 

６ 会議及び委員会の状況 

区 分 回 数 出席延委員数 区 分 回 数 出席延委員数 

農業委員会総会開催 
12回 

(１回増) 

165人 

 (－人) 

現況証明願いに係

る現地調査 

４回 

(２回増) 

８人 

(３人増) 

専門部会等の開催 
４回 

(１回増) 

29人 

(３人増) 
農地あっせん会議 

12回 

(７回減)                                                                                                  

35人 

(24人減) 

会長、会長代理用務 
13回 

(５回増) 

13人 

(４人増) 
農地利用調整会議 

 46回 

(15回増) 

57人 

(26人増) 

研修会等への参加 
２回 

(１回増) 

13人 

(１人減) 
農地現地調査 

 ３回 

(－回) 

22人 

(２人減) 

水稲作況視察 
０回 

(－回) 

０人 

(－人) 
農地パトロール 

１回 

(－回) 

16人 

(－人) 

畑作作況視察 
０回 

(－回) 

０人 

(－人) 
 

７ 農地の移動・転用等の状況 

 ⑴ 農地法によるもの 

区 分 件 数 面 積 備  考 

農地の移動 
所有権移転 ４件（１件増） 6,053a（5,035a増） 法３条関係 

貸借等利用権設定 ７件 （－件） 8,236a（2,162a減） 法３条関係 

農地の転用 
自己所有地の転用 ２件（１件増） 378a  （22a増） 法４条関係 

貸借・売買の転用 ３件（２件減） 99a  （85a増） 法５条関係 

 ⑵ 農業経営基盤強化促進法によるもの 

区       分 件 数 面 積 

貸借等利用権設定 46件（９件増） 13,616a（1,800a増） 

所有権移転 22件（４件減） 7,882a （518a減） 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 農地法、農業経営基盤強化促進法、農業委員会等に関する法律 法定受託事務等 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

□ 高  い 
□ 低  い 

 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
□ 無 

 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
□無 

 

コスト縮減な
ど 

□有 
□無 

 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
□無 

 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

後継者のいない農家や離農者の農用地については、耕作放棄地の発生防止と優良農地の
確保に努め、担い手支援農地保有合理化事業等を活用し、認定農業者などへの利用集積
を積極的に推進していく。また、小規模農家の農用地については、地域の中核的農家や
農地所有適格法人への作業委託や農地流動化が促進されるよう働きかけていく。 

継 続 

 

 

８ 証明等事務取扱件数 

区 分 件 数 筆 数 

現況証明 12件（５件増） 36筆（12筆増） 

不動産登記 36件（３件減） 178筆（25筆減） 

その他の諸証明 29件（10件増）  

９ 農業者年金に係る事務取扱件数 

区 分 件 数 

資格の得喪関係 １件（３件減） 

裁定請求関係 ５件（11件減） 

その他 12件（７件減） 

10 農業振興方策に関する要望 

  令和４年12月６日（火）、芦別市長に対し、本市の基幹産業である農業の発展に向けて積極的な施策を

講じるよう３項目にわたり要望した。 

11 農業施策に関する意見・要請 

  令和４年12月６日（火）、ＪＡたきかわ代表理事組合長に対し、芦別農業の振興に係る施策を３項目に

わたり要請した。 
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款 ６ 農林費 項 １ 農業費 目 ２ 農業振興費 

事 務 事 業 名 農業経営基盤強化促進事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ４ 1,735,503  141,887   1,593,616 

Ｒ３ 2,124,594  168,759   1,955,835 

増減 △389,091  △26,872   △362,219 

事 業 目 的  

近年の農政事情である高齢化、担い手不足などの様々な問題に対処するため、経営感覚に優れた農業経営

者を育成し、効率的かつ安定的な農業経営体の確保を図る。 

事業内容及び成果  

芦別市担い手育成総合支援協議会を中心とした各種助成事業や農業経営改善計画の立案・指導により、担

い手の育成・確保が図られた。 

また、農業関係資金の融通等による助成措置等で農業経営の安定が図られた。 

⑴ 芦別市担い手育成総合支援協議会負担金 20,000 円（－円） 

   認定農業者に対する各種支援窓口として、協議会事務を円滑に行うことができた。 

 

⑵ 農業経営基盤強化資金利子補給金（債務負担分） 23件（４件減） 283,783円（53,751円減） 

   農業者の資金返済に係る負担が軽減され、安定的な農業経営が図られた。 

 

⑶ 営農改善事業資金利子補給金 １件（１件減） 6,125円（29,059円減） 

  営農改善事業資金利子補給金（債務負担分） 36件（３件減） 1,276,695円（306,281円減） 

   農業者の資金返済に係る負担が軽減され、安定的な農業経営が図られた。 

  

 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 農業振興条例、農業経営基盤強化資金に係る利子補給規則 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

局地的な災害資金対応や設備投資負担の軽減に対応するため必
要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

農業関係資金の融通による助成措置により農業経営の安定が図
られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

■有 
□無 

令和元年度から、営農改善事業資金の利子補給期間の短縮及び
一部の貸付対象事業を廃止している。（削減額 51 千円／年） 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

農業者の設備投資等の妥当性を融資機関と協議しながら効果的な制度運用に努めてい
く。 

継 続 
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款 ６ 農林費 項 １ 農業費 目 ２ 農業振興費 

事 務 事 業 名 農業担い手対策事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ４ 7,343,985  5,744,000  1,579,985 20,000 

Ｒ３ 9,067,309  5,031,714  3,609,595 426,000 

増減 △1,723,324  712,286  △2,029,610 △406,000 

事 業 目 的  

将来の本市農業を支える経営感覚に優れた農業者の確保・育成を図り、農業振興と農村地域の活性化を目

指す。 

事業内容及び成果  

本市で新規就農を志す者に対してＰＲ活動や体験実習等の支援を行った。また、Ｕターン後継者に対する

支援を行い、円滑な農業経営の移譲が行われたことから、芦別市農業の担い手の確保及び育成が図られた。 

⑴ 農業次世代人材投資資金 ５人（うち夫婦１組）（１人増） 5,744,000円（712,286円増） 

   国の制度を活用し、経営の移譲を受けてから５年以内の経営リスクの軽減が図られた。 

 

⑵ 農業経営基盤確立借入金償還利子補給金 １人（１人増） 889円（889円増） 

農業経営基盤確立借入金償還利子補給金（債務負担分） ３人（－人） 98,596円（20,919円減）            

後継者のＵターンに併せて行われた設備投資の軽減により、担い手の育成が図られた。 

 

 ⑶ 営農実習助成金 １人（２人減） 900,000円（1,800,000円減） 

   営農実習を通じて就農に必要な生産技術や経営管理方法等を取得するための費用を助成することで、 

  営農実習者の負担軽減が図られた。 

 

 ⑷ 営農指導助成金 １人（１人減） 240,000円（240,000円減） 

   受入指導農家の負担軽減が図られた。 

 

 ⑸ 経営安定補助金 １人（－人） 100,000円（5,500円減） 

   経営安定補助金（債務負担分） １人（１人増） 105,500円（105,500円増） 

   経営開始から３年以内の新規就農者に対し、農機具及び農用地等を取得する借入金の一部を負担する 

  ことで、新規参入者の負担軽減が図られた。 

 

 ⑹ 農業後継者配偶者確保事業参加負担金 １人（※） 20,000円（※） 

   北海道農業公社が開催する婚活事業への農業者の参加負担金を助成することで、農業担い手の配偶者 

を確保する取組を行った。 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 農業担い手育成条例、農業次世代人材投資事業資金交付規則 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

国の制度の活用や利子補給金の交付を実施し、Ｕターン後継者、
新規就農者を確保し、本市農業振興に寄与する。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

農業次世代人材投資資金を活用した新規就農者は５人（うち夫婦
１組）、新規就農者を目指して営農実習助成金制度を活用した営
農実習者は１人となり、新規就農者の確保は図られている。 
また、農業後継者配偶者確保対策業務については、北海道農業公
社が開催する対面式での婚活事業へ参加するための参加負担金
を助成することとした。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

■ 有 
□ 無 

農業委員会より、引き続き若手農業者の配偶者の確保に向けた事
業の実施について要望がある。 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な

ど 

■有 
□無 

令和元年度から、農業経営基盤確立借入金償還利子補給の期間短
縮と借入限度額の削減を行っている。 
（削減効果額 15 千円／年） 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

Ｕターン後継者、新規就農者の確保及び上記の要望も踏まえながら、若手農業者への配
偶者対策を実施していく。 

継 続 
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款 ６ 農林費 項 １ 農業費 目 ２ 農業振興費 

事 務 事 業 名 中山間地域等直接支払事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ４ 202,046,054  151,545,849   50,500,205 

Ｒ３ 202,109,111  151,592,581   50,516,530 

増減 △63,057  △46,732   △16,325 

事 業 目 的  

中山間地域等の耕作放棄地の発生を防止し、農地の多面的機能を維持する。 

事業内容及び成果  

生産条件の不利を補うため、中山間地域等への直接支援により、耕作放棄地の発生が防止され、適正な農

業生産活動等の維持管理を通じて農地の多面的機能の維持が図られた。 

⑴ 中山間地域等直接支払交付金（交付先 芦別集落） 202,000,811円（65,300円減） 

⑵ 交付対象集落 １集落（－集落） 186人（２人増） 

区  分 単価 交付対象面積 交付対象総額 
左の負担区分 

国 道 市 

田  ①  
16,206,072㎡ 

(14,511㎡減) 

191,234,425円 

(116,088円減) 

95,617,212円 

(58,044円減) 

47,808,606円 

(29,022円減) 

47,808,607円 

(29,022円減) 

 

通

常 

急傾斜 
21.0円 

（－円） 

4,737,373㎡ 

(－㎡) 

 

99,484,833円 

(－円) 

49,742,416円 

(－円) 

24,871,208円 

(－円) 

24,871,209円 

(－円) 

緩傾斜 
8.0円 

（－円） 

11,468,699㎡ 

(14,511㎡減) 

91,749,592円 

(116,088円減) 

45,874,796円 

(58,044円減) 

22,937,398円 

(29,022円減) 

22,937,398円 

(29,022円減) 

畑  ② 
 

 

1,629,993㎡ 

(14,511㎡増) 

5,858,783円 

(50,788円増) 

2,929,391円 

(25,394円増) 

1,464,696円 

(12,697円増) 

1,464,696円 

(12,697円増) 

 

通

常 

急傾斜 
11.5円 

（－円） 

19,226㎡ 

(－㎡) 

221,099円 

(－円) 

110,549円 

(－円) 

55,275円 

(－円) 

55,275円 

(－円) 

緩傾斜 
3.5円 

（－円） 

1,610,767㎡ 

(14,511㎡増) 

5,637,684円 

(50,788円増) 

2,818,842円 

(25,394円増) 

1,409,421円 

(12,697円増) 

1,409,421円 

(12,697円増) 

草地 ③  
915,671㎡ 

(－㎡) 

2,907,603円 

(－円) 

1,453,801円 

(－円) 

726,900円 

(－円) 

726,902円 

(－円) 

 

通

常 

急傾斜 
10.5円 

（－円） 

21,412㎡ 

(－㎡) 

224,826円 

(－円) 

112,413円 

(－円) 

56,206円 

(－円) 

56,207円 

(－円) 

緩傾斜 
3.0円 

（－円） 

894,259㎡ 

(－㎡) 

2,682,777円 

(－円) 

1,341,388円 

(－円) 

670,694円 

(－円) 

670,695円 

(－円) 

加算 ④ 上限 － 
2,000,000円 

(－円) 

1,000,000円 

(－円) 

500,000円 

(－円) 

500,000円 

(－円) 

 
生産性向上 上限 － 

2,000,000円 

(－円) 

1,000,000円 

(－円) 

500,000円 

(－円) 

500,000円 

(－円) 

合計①＋②＋③＋④ 
18,751,736㎡ 

(－㎡) 

202,000,811円 

(65,300円減) 

101,000,404円 

(32,650円減) 

50,500,202円 

(16,325円減) 

50,500,205円 

(16,325円減) 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律、中山間地域
等直接支払交付金交付規則 

自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

農業従事者の高齢化、地域の過疎化、後継者不足などの問題があ
る中で、農業生産活動を維持していくために必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

中山間地域等への直接支援により、適正な農業生産活動等の維持
管理を通じて農地の多面的機能の維持が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な

ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

中山間芦別集落が行う生産条件不利地における耕作放棄地発生防止、多面的機能の増
進、農地保全活動に対し支援を行い、農業生産活動の維持を行っていく。 

継 続 
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款 ６ 農林費 項 １ 農業費 目 ２ 農業振興費 

事 務 事 業 名 農業振興対策事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ４ 26,834,976  22,754,270  1,039,000 3,041,706 

Ｒ３ 22,173,136  20,387,350  36,000 1,749,786 

増減 4,661,840  2,366,920  1,003,000 1,291,920 

事 業 目 的  

農業振興対策全般について、次の事項を中心に施策の展開を図る。 

⑴ 経営所得安定対策  ⑵ 農業技術の普及  ⑶ 消費者との交流による生産意欲の高揚推進 

⑷ 都市との交流  ⑸ 意欲ある多様な経営体の育成・確保  ⑹ 農商工連携の取組 

事業内容及び成果  

国の経営所得安定対策への対応及び下記の事業等を実施し、農業者の経営安定が図られたとともに、本市の
農業（農畜産物等）のＰＲ等ができた。また、「芦別食農産業推進協議会」等との連携を図り、地元産農産物
を活用した新たなブランド化に向けた取組を行った。 
⑴ 経営所得安定対策推進事業 3,374,920 円（1,719,920 円増） 

芦別市、たきかわ農業協同組合が事務局となる芦別市農業再生協議会が中心となり、農業者の経営安定
や食料自給率の維持及び向上を目的とし、農業の生産振興に係る事務を執行した。 

 
⑵ 空知東部地区農業振興協議会負担金 91,000 円（1,000 円減) 

芦別市、滝川市、赤平市、たきかわ農業協同組合、北海道農業共済組合中空知支所、空知農業改良普及
センター中空知支所が協議、協力し、農業改良普及事業を補完する事業が行われた。 

 
⑶ 芦別市産直協議会負担金 ０円（－円） 

   新型コロナウイルス感染症感染拡大防止により、芦別産米の販売促進活動を中止した。 
 
⑷ 星の降る里農業まつり負担金 ０円（－円） 

   新型コロナウイルス感染症感染拡大防止により中止した。  
 
⑸ 特産品開発等支援事業 １団体（１団体減） 197,828 円（31,140 円減） 

  「芦別食農産業推進協議会」と連携を図り、地元産の農産物を活用したブランド化に向けた取組として、
地元産酒米を原料にした清酒「あしべつだけ」を販売 PR した。 

 
⑹ 施設園芸産地戦略支援事業 ０円（－円） 

   新型コロナウイルス感染症感染拡大防止により中止した。 
 
⑺ 環境保全型農業直接支払交付金 ２団体（１団体増） 11,763,400 円（8,332,000 円増）  

   農業が有する自然循環機能の維持・増進を目的として、化学肥料・農薬の５割以上の低減や堆肥の施用
とあわせた環境保全効果の高い営農活動に対する支援を行った。 

 
⑻ 持続的畑作生産体系確立緊急支援事業 １団体（－団体） 2,056,800 円（1,402,000 円減） 

   種子馬鈴しょの原種及び採種生産において、病害虫管理の厳密化を行うことにより、ウイルス病にかか
りづらい種苗生産等の支援を行った。 

 
⑼ 農業経営体機械施設整備事業 １団体（－団体） 8,500,000 円（4,200,000 円減） 

   多様な地域水田の持続的な経営及び生産基盤の整備強化等を目的として設立した機械利用組合に対し 
て、費用負担の大きい大型農業機械の導入支援を行うことで、畜産業への安心で安全な飼料供給と販路 
拡大を図ることができた。 

 
⑽ 芦別市スマート農業推進協議会負担金 308,000 円（※） 

   中山間地域におけるスマート農業の調査研究及び普及等を目的として設立した芦別市スマート農業推
進協議会に対して、実証試験等の活動経費に対する支援を行った。 

 

次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 農業振興条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

生産組合が芦別産農作物の付加価値を高める種々の取組を推進
するため、各種助成制度により活動を支援する。また、農業生産
の維持を目指すため、国・道の政策支援を活用し、認定農業者の
育成・確保を図る。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

農業経営体機械施設整備事業において、費用負担の大きい大型農
業機械の購入支援をすることにより、持続的な経営及び生産基盤
の整備強化が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

■ 有 
□ 無 

農業委員会より、中山間地域におけるスマート農業の普及に関し
て要望がある。 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

農業振興条例の支援メニューの活用により、安定的かつ持続的な農業経営の育成を図っ
ていく。また、認定農業者の減少を緩やかなものにし、農業生産の維持を目指すため国
や道の政策支援を活用し、認定農業者の育成・確保を図っていく。さらに、中山間地域
におけるスマート農業の普及に向けた調査研究を支援し、新たな生産体系の構築に向け
た取組を進める。 

継 続 
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款 ６ 農林費 項 １ 農業費 目 ２ 農業振興費 

事 務 事 業 名 多面的機能支払事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ４ 51,783,098  38,838,676   12,944,422 

Ｒ３ 48,339,516  36,294,508   12,045,008 

増減 3,443,582  2,544,168   899,414 

事 業 目 的  

農業者を主体として設立した活動組織が農地維持活動、資源向上活動及び施設の長寿命化等の内容に応じ

た活動を行うことで、農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を促進する。 

事業内容及び成果  

 地域農業者だけではなく非農業者の参画を得て活動を行うことで、農地の持つ多面的機能が維持された。 

 ⑴ 多面的機能支払交付金 51,777,668円（3,597,652円増） 

⑵ 交付対象組織 12団体（－団体）  

地区 対象組織 田 畑 草地 交付額 

常 磐 
常磐地域づくり

協議会 

2,892,500㎡ 

（512,300㎡増） 

－ 

（－㎡） 

－ 

（－㎡） 

12,817,950円 

（3,916,002円増） 

黄 金 
黄金北地域資源

保全会 

922,600㎡ 

（－㎡） 

123,100㎡ 

（－㎡） 

－ 

（－㎡） 

4,068,174円 

（－円） 

新 城 

新城第一活動組

織 

1,249,600㎡ 

（－㎡） 

167,100㎡ 

（－㎡） 

323,600㎡ 

（－㎡） 

3,083,248円 

（－円） 

新城二活動組織 
1,381,700㎡ 

（－㎡） 

55,100㎡ 

（－㎡） 

－ 

（－㎡） 

5,574,102円 

（－円） 

新城第３地域活

動組織 

1,024,100㎡ 

（－㎡） 

452,100㎡ 

（－㎡） 

－ 

（－㎡） 

4,963,684円 

（－円） 

新城４活動組織 
409,900㎡ 

（19,500㎡増） 

768,000㎡ 

（96,400㎡増） 

759,900㎡ 

（－㎡） 

2,843,060円 

（302,410円増） 

新城第５地域資

源保全会 

670,700㎡ 

（－㎡） 

1,626,800㎡ 

（－㎡） 

－ 

（－㎡） 

4,462,290円 

（－円） 

上芦別 
上芦別地域ネッ

ト 

1,079,500㎡ 

（－㎡） 

401,200㎡ 

（－㎡） 

－ 

（－㎡） 

2,884,050円 

（－円） 

野花南 

共栄活動組織 
228,200㎡ 

（－㎡） 

74,200㎡ 

（－㎡） 

－ 

（－㎡） 

993,860円 

（－円） 

野花南東地域保

全会 

715,500㎡ 

（－㎡） 

76,800㎡ 

（－㎡） 

－ 

（－㎡） 

1,722,450円 

（－円） 

野花南第三活動

組織 

1,248,800㎡ 

（－㎡） 

47,300㎡ 

（－㎡） 

－ 

（－㎡） 

4,719,180円 

（620,760円減） 

旭 
旭地区資源協議

会 

803,000㎡ 

（－㎡） 

－ 

（－㎡） 

－ 

（－㎡） 

3,645,620円 

（－円） 

小 計 
12,626,100㎡ 

（531,800㎡増） 

3,791,700㎡ 

（96,400㎡増） 

1,083,500㎡ 

（－㎡） 

 

合 計 
17,501,300㎡ 

（628,200㎡増） 

51,777,668円 

（3,597,652円増） 

※野花南第三活動組織の交付額減少は、加算項目のうち取組開始から５年経過により交付単価が減額となっ

たことによる減少。 

次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律、多面的機能
支払交付金交付規則 

自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

農業従事者の高齢化、地域の過疎化、後継者不足の問題がある中
で、多面的機能の維持・発揮をしていくために必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

地域の農業者と非農業者の参画を得て多角的な活動を行うこと
により、農地の持つ多面的機能が維持された。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を促進するため、活動組織の共同活動に対
し支援を行い、地域資源の適切な保全管理を行っていく。 

継 続 
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款 ６ 農林費 項 １ 農業費 目 ３ 畜産業費 

事 務 事 業 名 畜産業振興事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ４ 326,600    300,000 26,600 

Ｒ３ 320,000  11,599  300,000 8,401 

増減 6,600  △11,599   18,199 

事 業 目 的  

安全・安心な畜産物を消費者に供給するため、家畜衛生対策の推進及び畜産農家の経営安定を図る。 

事業内容及び成果  

北海道農業共済組合等の畜産関係機関と連携することで、家畜の保健衛生及び飼養管理基準に基づく推進

体制を維持及び獣医師の確保等を図ることができた。 

北海道農業共済組合家畜診療所負担金（北海道農業共済組合） 320,000 円（－円） 

 

 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 家畜伝染病予防法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

単独では難しい獣医師の確保により、本市の安定した家畜生産体
制を維持するために必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

家畜診療事業及び家畜伝染病の予防事業の実施により、市内にお
ける安定した家畜飼養の推進が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

安定した家畜の飼養を目指すため、関係機関・団体と連携して家畜防疫体制の維持を図
っていく。 

継 続 
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款 ６ 農林費 項 １ 農業費 目 ４ 土地改良費 

事 務 事 業 名 土地改良事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ４ 6,667,529  3,898,500   2,769,029 

Ｒ３ 6,678,616  3,898,500   2,780,116 

増減 △11,087     △11,087 

事 業 目 的  

市内の国営施設及び農業用施設を維持管理する。 

事業内容及び成果  

農業水利施設の有する多面的機能について、地域の取組を促進する観点から、芦別市土地改良区の管理 

体制の整備と適正化を図った。 

水利施設管理強化事業費補助金（芦別市土地改良区） 5,198,000 円（600,000 円増） 

   

 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 水利施設管理強化事業費補助金交付規則 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

農業水利施設が有する多面的機能の発揮や環境に配慮した適切
な管理水準を確保していくために必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

芦別市土地改良区が行う農業用施設の維持管理等を支援するこ
とで、農業水利施設や農道等が適切に管理され、安定的な農業
経営が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な

ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

農業生産基盤の国営施設及び農業水利施設を維持管理する芦別市土地改良区に対し、適
切な管理水準の確保のため支援を行っていく。 

継 続 
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款 ６ 農林費 項 １ 農業費 目 ４ 土地改良費 

事 務 事 業 名 国営かんがい排水事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ４ 1,446,410     1,446,410 

Ｒ３ 1,109,370     1,109,370 

増減 337,040     337,040 

事 業 目 的  

芦別北部地区国営かんがい排水施設の利用により、安定した農業経営を行う。 

事業内容及び成果  

芦別北部地区国営かんがい排水施設を活用し、安定的な農業経営が図られた。 

⑴ エルムダム維持管理協議会負担金 91,896 円（－円） 

   協議会に参画することにより、芦別北部地区かんがい排水施設の維持管理を図ることができた。 

⑵ 基幹水利施設管理事業等負担金（赤平市） 1,346,494 円（337,040 円増） 

国から受託するエルムダム管理業務を赤平市が一括管理することにより、ダムの管理が適切かつ円滑 

に行われた。 

 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

安定した農業生産活動を行ううえで、芦別北部地区国営かんがい
排水施設の利用は必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

エルムダム維持管理協議会に参画し、芦別北部地区国営かんがい
排水施設を活用することで、安定的な農業経営が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

芦別北部地区国営かんがい排水施設を適切かつ円滑に維持管理していくため、協議会へ
参画し応分の負担を行っていく。 

継 続 
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款 ６ 農林費 項 ２ 林業費 目 １ 林業振興費 

事 務 事 業 名 林業振興等業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ４ 12,374,088   8,100,000  4,274,088 

Ｒ３ 11,547,827   9,100,000  2,447,827 

増減 826,261   △1,000,000  1,826,261 

事 業 目 的  

１ 専門的な職業能力を有する林業担い手を確保・育成するために設立された北海道立北の森づくり専門学

院の実習拠点としての受入体制を整える。 

２ 市内民有林林業を振興し、森林の有する多面的機能の維持・増進を図る。 

３ 森林整備に不可欠な森林作業員の就労の長期化・安定化を図る。 

４ 市のシンボル的存在で、学術的にも特異な地質で希少植物が自生する「崕山高山植物保護林」をはじめ

とする自然の保護及び種の保護を図り、もって貴重な自然環境の保全に資する。 

５ 木質バイオマス事業の活性化を図る。 

 

事業内容及び成果  

１ 北海道立北の森づくり専門学院の実習拠点として、空知地域林業担い手確保推進協議会北森カレッジ支

援部会及び市内林業関係団体等と連携し、見学実習の受入れ等を行った。 

インターンシップ等受入者数 延 102 人（42 人増） 

 

２ 市内民有林林業の振興に必要な事務事業を行い、関係機関・団体との連携を図り、必要な経費を負担し 

た。 

⑴ 北海道林業・木材産業人材育成支援協議会負担金 100,000 円（－円） 

⑵ スマート林業ＥＺＯモデル構築協議会負担金    30,000 円（－円） 

⑶ 林業担い手確保推進協議会負担金        500,000 円（※） 

 

３ 北海道が実施する森林整備担い手対策推進事業に要する市町村負担金を負担した。 

  森林作業員長期就労促進事業費負担金 337,230 円（66,580 円減） 

 

４ 崕山の保護に資するため北海道森林管理局や北海道等関係機関・団体との連携を図り、官民一体となっ

て崕山に自生している高山植物や自然環境を保護するために設置した崕山自然保護協議会に対し、自然保

護活動業務を委託した。 

  パトロール等実施  20 回（10 回減）／年 業務委託料 131,818 円（48,689 円減） 

 

５ 木質チップ製造事業者の育成を目的として助成を行った。 

  木質バイオマスエネルギー利用促進助成金 10,889,340円（453,530円増） 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 木質バイオマスエネルギー利用促進助成条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

民有林を計画的に整備するためには、専門的な職業能力を有する
林業の担い手を育成・確保しなければならないため、市が担い手
対策事業等を支援する必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

北の森づくり専門学院の実習受入れ等取組の結果、同学院卒業生
１名が市内林業事業体へ就職した。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

北の森づくり専門学院の本市での実習等については、北海道との協議により関係団体と
連携し、受入体制の整備に努めていく。 
また、崕山の保護に関しては、巡回活動を継続し、高山植物の回復や自然環境の保護に
努めていく。 
さらに、木質バイオマス事業に関しては、助成金を交付することにより木質チップ燃料
製造事業者を育成するとともに、森林資源を活用した循環型システムを構築する。 

継 続 
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款 ６ 農林費 項 ２ 林業費 目 １ 林業振興費 

事 務 事 業 名 民有林振興対策事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ４ 11,858,614  5,449,806 3,800,000  2,608,808 

Ｒ３ 11,576,407  5,659,428 3,600,000  2,316,979 

増減 282,207  △209,622 200,000  291,829 

事 業 目 的  

民有林における森林整備の計画的な推進、森林の有する公益的機能の高度発揮及び木材資源の循環によ

り、民有林林業の振興を図る。 

事業内容及び成果  

市が計画した森林整備事業を実施した森林所有者に対して、費用の一部を補助した。 

⑴ 民有林推進事業費補助金 3,001,076 円（621,275 円増） 

事業内容 実施面積等 補助金等 
  

道負担分 市負担分 

下刈 
144.37ha 

(7.89ha 増) 

2,501,819 円 

(292,088 円増) 

― 

― 

2,501,819 円 

(292,088 円増) 

保育間伐 
10.53ha 

(6.64ha 減) 

100,193 円 

(68,054 円減) 

― 

― 

100,193 円 

(68,054 円減) 

除伐 
37.83ha 

(37.64ha 増) 

399,064 円 

(397,241 円増) 

― 

― 

399,064 円 

(397,241 円増) 

 

⑵ 豊かな森づくり推進事業費補助金 8,857,538 円（339,068 円減） 

事業内容 実施面積等 補助金等 
  

道負担分 市負担分 

人工造林 
37.76ha 

(8.10ha 減) 

8,857,538 円 

(339,068 円減) 

5,449,806 円 

(209,622 円減) 

3,407,732 円 

(129,446 円減) 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 森林法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

豊かな森づくり推進事業などを活用し、管理不全の民有林を減少
させる必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

昨年同様約 230ｈa の森林整備事業を実施した。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

整備放棄森林の解消を目指し、広く森林所有者に事業を周知し、計画的な林業振興及び
森林整備を推進していく。 

継 続 
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款 ６ 農林費 項 ２ 林業費 目 １ 林業振興費 

事 務 事 業 名 猟政業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ４ 13,455,759  1,400,000  2,659,801 9,395,958 

Ｒ３ 13,778,045  400,000   13,378,045 

増減 △322,286  1,000,000  2,659,801 △3,982,087 

事 業 目 的  

有害鳥獣・野生鳥獣に係る住民からの要請及び情報に対して捕獲・防除等を行い、農林業や生活環境に係

る被害防止及び人間と動物が共存できる環境づくりを推進する。 

事業内容及び成果  

猟政業務の振興に必要な事務事業を行い、関係機関・団体との連携を図り、必要な経費を負担した。 

⑴ 有害鳥獣駆除 

有害鳥獣名 駆除数 出動回数 費  用 

シ   カ 805 頭 (247 頭増) 22 回 (491 回減) 7,277,600 円 （798,050 円増） 

キ ツ ネ 52 頭  (４頭増) ０回    (－回) 314,600 円  （24,200 円増） 

ヒ グ マ ９頭  (５頭減) 45 回  (10 回減) 894,300 円 （110,000 円減） 

アライグマ 723 頭  (80 頭減) ０回    (－回) 4,374,150 円 （484,000 円減） 

合  計 1,589 頭 (166 頭増) 67 回(501 回減) 12,860,650 円 （228,250 円増） 

 

 ⑵ アライグマ捕獲用箱わな購入  ４基（６基減） 127,600 円（157,300 円減） 

 

 ⑶ 銃猟免許取得奨励金  ０件（－件） 

 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 銃猟免許取得奨励金交付条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

農林業被害の防止を推進するため、有害鳥獣捕獲の担い手を確保
する必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

有害鳥獣駆除等により農業被害の防止が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

農林業の被害を防止するため、新規銃猟免許の取得に要する経費の補助を継続していく
など、地域の有害鳥獣捕獲の担い手を確保していく。 

継 続 
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款 ６ 農林費 項 ２ 林業費 目 １ 林業振興費 

事 務 事 業 名 森林環境整備 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ４ 22,877,180    4,393,600 18,483,580 

Ｒ３ 3,289,628     3,289,628 

増減 19,587,552    4,393,600 15,193,952 

事 業 目 的  

 森林環境譲与税を活用し、森林調査、整備や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普及啓発等を推

進する。 

事業内容及び成果  

 森林経営管理制度に基づき、森林整備が行き届いていない私有林人工林の所有者 19 名を対象に整備に関す

る意向調査を実施しており、計画的な森林整備に向け現地調査等を進めている。 

 また、森林 GIS システムオルソ画像データの更新を行った。 

航空レーザー測量調査業務委託料 22,633,600 円（※） 

 

 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

森林保全を推進するため、森林所有者自らが森林の経営管理を実
行できない場合に、市町村が管理することが必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

冬期間に森林調査約 31ha を実施し、森林保全に努めた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

森林環境譲与税を活用し、人材育成・担い手の確保、木材利用の促進のほか、管理不全
の私有林人工林については、現地調査を行いながら森林整備を計画的に進めていく。 

継 続 
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款 ６ 農林費 項 ２ 林業費 目 ２ 市有林野管理費 

事 務 事 業 名 市有林・林道管理業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ４ 3,236,621     3,236,621 

Ｒ３ 3,647,028     3,647,028 

増減 △410,407     △410,407 

事 業 目 的  

１ 市有林の管理及び私有林の管理に必要な作業道並びに市で管理する林道を、安全な状態に保つよう維持

管理を行う。 

２ 市有林野等の整備を適切に行うことにより、森林資源を確保する。 

３ 森林の多面的機能の維持増進及び市有林の施業面積の拡大を図り、循環型森林施業を確立する。 

事業内容及び成果  

市有林野に造成した作業道・管理道の維持管理・整備を行うとともに、市有林野の育成を行い、財産価値

の向上及び二酸化炭素の吸収源対策を図った。 

 ⑴ 林道草刈（市内７林道） 16,323m （－m）    1,630,200円 （17,600円増） 

 ⑵ 野ネズミ駆除       15.66ha（－ha）    218,900円  （4,400円増） 

 ⑶ 森林保険加入       20.68ha（2.23ha増）    331,287円（199,617円増） 

 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

森林管理に必要な林道及び作業道を、常に安全な状態に保つよう
維持管理を行う必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

林道草刈及び野ネズミ駆除の実施により、林道の安全を確保し
た。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

林道、作業道等の整備を継続し、市有林・林道の適正な維持管理に努め、森林の多面的
機能の維持増進を図り、循環型森林施業を確立していく。 

継 続 
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款 ６ 農林費 項 ２ 林業費 目 ２ 市有林野管理費 

事 務 事 業 名 生活環境保全林管理業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ４ 1,085,700     1,085,700 

Ｒ３ 1,103,300     1,103,300 

増減 △17,600     △17,600 

事 業 目 的  

旭町生活環境保全林の維持管理を行う。 

事業内容及び成果  

北海道が保健保安林に指定し、道の治山事業で旭町市有林内に造成された生活環境保全林の維持管理を 

行った。 

 ⑴ 生活環境林内の巡視及び管理小屋の清掃 12 回（－回） 

⑵ 旭町生活環境保全林草刈業務委託料 1,085,700 円（17,600 円減） 

植栽地 6.19ha（－ha）遊歩道 0.44ha（0.45ha 減） 

 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

維持管理は北海道から市に移管されている。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

適切な維持管理により生活環境保全林の環境整備が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

市民の憩い及び森林環境教育の場として活用していく。 継 続 
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款 ６ 農林費 項 ２ 林業費 目 ３ 森林環境保全整備事業費 

事 務 事 業 名 森林環境保全整備事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ４ 27,141,889  14,783,061 3,300,000  9,058,828 

Ｒ３ 24,249,704  13,737,610 2,200,000  8,312,094 

増減 2,892,185  1,045,451 1,100,000  746,734 

事 業 目 的  

市有林における森林資源の確保、地元木材の価値の向上、民有林林業の振興及び二酸化炭素の吸収源対策

を図る。 

事業内容及び成果  

市有林の森林整備に必要な人工造林、下刈及び皆伐事業等について、森林整備計画及び森林経営計画に基づ

き実施した。 

 ⑴ 実施状況 

人工造林 下 刈 除間伐 樹下植栽 皆 伐 
笹刈・ 

小径木伐採 

9.37ha 65.47ha  11.21ha 0.00ha    3.22ha 0.00ha 

(6.85ha 増) (20.31ha 減) (3.03ha 減) (－ha) (0.28ha 減) (－ha) 

 

 ⑵ 森林環境保全整備事業業務委託料 26,826,800 円（2,858,900 円増） 

 

 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など） 

■ 高  い 
□ 低  い 

市が補助事業を活用し森林整備を行うことで、森林資源の確保、
地元木材の価値の向上を図る必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

森林整備計画及び森林経営計画に基づき、適正に森林整備が図ら
れている。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など） 

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な
ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

素材生産を伴う森林整備事業は、冬期間での事業実施が最適であり、林業従業者の通年
雇用化にも貢献できることから、森林経営計画に基づき、有利な補助事業を活用して市
有林の整備及び造成を図っていく。 

継 続 

 


